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株式会社エヌジェイホールディングス

代表取締役社長 筒 井 俊 光
　

第25回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第25回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご
表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後６時30分までに到着するようご送付くださいま
すようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

１. 日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２. 場 所 東京都港区芝公園２-４-１芝パークビルＢ館 地下１階

ＡＰ浜松町 Ｆ室
（当社は、平成27年12月１日をもって、本店を東京都中央区から東京都港区に移転し
ましたので、株主総会の開催場所を上記のとおり変更いたしました。ご来場の際は、
末尾の会場ご案内図をご参照いただき、お間違いのないよう注意ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第25期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の
件

２. 第25期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役３名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。
本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び個別計算書類の

「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社ホームページ
（https://www.njhd.jp/category/ir-news/）に掲載しておりますので、添付書類には掲載しておりませ
ん。なお、監査役及び会計監査人が監査した「連結計算書類」及び「計算書類」は、本招集ご通知の添
付書類に記載の各書類のほか、当社ホームページに記載しております「連結注記表」及び「個別注記
表」となります。
　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、当社ホームペ
ージ（https://www.njhd.jp/category/ir-news/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧米先進国経済の回復傾向に弱さがみられてくる

中、新興国経済の減速の影響など、我が国の景気を下押しするリスクがあったものの、各種

政策の効果もあって、雇用・所得環境の改善傾向を背景に、消費は底堅く推移し、企業収益

も改善を続けるなかで、緩やかな回復基調が続きました。

ゲーム業界におきましては、スマートフォン向けのネイティブゲームが国内市場を牽引し

ており、手軽さを背景に、ユーザー数を拡大しております。一方、各社参入によるリリース

タイトルの増加から、競争環境は厳しくなっております。コンシューマー市場では、リリー

スタイトルの増加や新たな人気タイトルの登場等により、ライトユーザーからコアユーザー

まで各層が求めるエンターテイメント性の高いゲーム体験に応えるタイトルが増えてきてお

ります。

人材ソリューション業界におきましては、景気の回復基調に伴い、企業の人材ニーズは強

く、企業における社員採用も拡大するなか、派遣スタッフの確保が困難な状況が続いており

ます。また、社員採用においても人材確保難から、ハイスペックな人材の需要を中心に、人

材紹介市場が伸びており、人材獲得手段として人材紹介サービスに対するニーズも拡大して

おります。

モバイル業界におきましては、各通信事業者において取り扱い端末での差別化が難しくな

るなか、新規ユーザー獲得や複数台需要の取り込みのための顧客の獲得競争が続いておりま

す。また、利用者の負担公平性が議論されるなか、各通信事業者において長期利用者向けサ

ービスの拡充やライトユーザー向け新料金プラン、端末価格の見直し等がなされてきており

ます。また、格安SIMを提供するMVNOに対する関心が広がり、SIMフリー端末のラインナップ

も充実するなかで、MVNO間での価格競争も激しくなってきております。
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このような事業環境の中、当社は、ゲーム事業におきましては、開発体制の確保に努めつ

つ、コンシューマータイトル、ネイティブゲームタイトル及びアーケードタイトルの各受託

開発に引き続き取り組むとともに、運営受託体制の強化や開発費一部負担案件の取り組みを

実施してまいりました。

人材ソリューション事業におきましては、派遣スタッフの確保が困難な状況が続くなか、

IT・技術者派遣分野の強化を推進しつつ、採用募集手段の多様化及び１人当たり収益性改善

への取り組み等を実施してまいりました。

モバイル事業におきましては、商圏や店舗ごとの状況に応じた訴求施策を強化するととも

に、キャリアショップについては通信キャリア及び商圏エリアの集中、販売店においては不

採算店舗の統廃合及び新立地への出店の適宜実施、並びに新商材への取り組みを行ってまい

りました。

この結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、次のとおりであります。

当連結会計年度における売上高は、ゲーム事業においては、開発の遅れにより、当期に見

込んでいた一部案件の納品の来期へのずれ込み及び当期に予定していた新規案件の受注の来

期へのずれ込みがあったものの、モバイル事業において、端末価格が上昇傾向にあり、売上

が増加したことから、9,076百万円となりました。前年同期比については、前期に実施した

ドコモショップ運営事業の売却により、3,453百万円(27.6％減)の減収となりました。

当連結会計年度における営業損益及び経常損益は、モバイル事業においては、端末価格実

質0円見直しの駆け込み需要の反動があったものの、概ね想定した水準で進捗いたしました

が、ゲーム事業において、追加開発への対応や開発の遅れ等により開発原価が増加したこ

と、開発の遅れに伴う一部案件の納品の来期へのずれ込み及び新規案件の受注のずれ込みに

よる売上減少による影響、また、開発費一部負担案件（開発費を一部当社が負担し、販売本

数に応じたロイヤリティにより開発費の回収を行い、収益を受領する形態）の受注等から、

509百万円の営業損失（前年同期は51百万円の営業損失）、529百万円の経常損失（前年同期

は96百万円の経常損失）となりました。

当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純損益は、経常損益に、本社移転費用

等の特別損失及び法人税等を加減した結果、597百万円の親会社株主に帰属する当期純損失

(前年同期は前期に実施したドコモショップ運営事業の売却により3,146百万円の親会社株主

に帰属する当期純利益)となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

なお、当期よりセグメント名称及び区分を、モバイルゲーム事業からゲーム事業に、その

他事業の一部を構成しておりました人材コンサルティング事業を人材ソリューション事業と

して独立したセグメントに、移動体通信事業をモバイル事業に変更しております。

①ゲーム事業

当セグメントにおきましては、(株)ゲームスタジオ(旧(株)モバイル＆ゲームスタジオ)、

(株)トライエース、(株)シェード及び(株)エヌジェイワンにてゲームの企画・制作及び運営

を行っております。

当連結会計年度におきましては、開発体制の確保に努めつつ、コンシューマータイトル、

アーケードタイトル及びネイティブゲームタイトルの各受託開発に引き続き取り組むととも

に、運営受託体制の強化や開発費一部負担案件の取り組みを実施してまいりました。

売上高については、開発の遅れにより、当期に見込んでいた一部案件の納品の来期へのず

れ込み及び当期に予定していた新規案件の受注の来期へのずれ込みがありましたが、当期よ

り(株)トライエース、第４四半期より、(株)シェードの連結損益取り込みをそれぞれ行って

いることから、3,794百万円と前年同期と比べ1,964百万円(107.4％増)の増収となり、セグ

メント損益については、上記開発の遅れによる開発費等の原価の増加並びに当期に見込んで

いた一部案件の納品が来期にずれ込んだこと及び当期に予定していた新規案件の受注が来期

にずれ込んだことによる売上減少の影響、また、開発費一部負担案件の受注による受注損失

引当金の計上（開発費を一部当社が負担し、販売本数に応じたロイヤリティにより開発費の

回収を行い、収益を受領する形態）から、143百万円のセグメント損失(営業損失)（前年同

期は43百万円のセグメント損失）となりました。

なお、当社は、平成28年１月５日付で(株)シェードを連結子会社化しております。

②人材ソリューション事業

当セグメントにおきましては、(株)シーズプロモーションにて携帯ショップに対する人材

派遣並びにIT・バイリンガル人材派遣及び人材紹介、(株)トーテックにて技術系人材の人材

派遣及び人材紹介を行っております。

当連結会計年度におきましては、第３四半期より連結対象となりました(株)トーテックの

連結取り込みにより、売上高は1,058百万円と前年同期と比べ439百万円(71.1％増)の増収と

なりましたが、セグメント損益については、新規派遣契約の獲得は堅調に進捗したものの、

派遣人材の確保難から需要を取り込みきれず、市場環境の直接雇用化の影響を受けた派遣終

了をカバーするには至らなかったことから、65百万円のセグメント損失(営業損失)（前年同

期は26百万円のセグメント損失）となりました。

なお、当社は、平成27年９月30日付で(株)トーテックを連結子会社化しております。
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③モバイル事業

当セグメントにおきましては、(株)ネプロクリエイトにて特定の移動体通信事業者の端

末・サービスを取り扱うキャリアショップ、(株)キャリアフリーにて複数の通信事業者の端

末・サービスを取り扱う販売店PiPoPark(ピポパーク)を運営しております。

当連結会計年度におきましては、商圏や店舗ごとの状況に応じた訴求施策を強化するとと

もに、キャリアショップについては通信キャリア及び商圏エリアの集中、販売店においては

不採算店舗の統廃合及び新立地への出店の適宜実施、並びに新商材への取り組みを行ってま

いりました。この結果、売上高は4,171百万円、セグメント利益(営業利益)は101百万円とな

りました。売上高及びセグメント利益の前年同期比は、前期に実施したドコモショップ運営

事業の売却により、それぞれ5,901百万円(58.6％減)の減収、305百万円(75.1％減)の減益と

なりました。

④その他

当セグメントにおきましては、クレジット決済事業や外食事業等を行っております。

当連結会計年度におきましては、売上高は180百万円と前年同期と比べ10百万円(5.9％増)

の増収、セグメント利益(営業利益)は17百万円と前年同期と比べ12百万円(42.2％減)の減益

となりました。

　 セグメント別売上高

区 分
前期 当期 前期比増減(△)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減(△)率

ゲーム事業
千円

1,829,616
％

14.6
千円

3,794,371
％

41.8
千円

1,964,754
％

107.4

人材ソリューシ
ョン事業

618,864 4.9 1,058,822 11.7 439,957 71.1

モバイル事業 10,072,389 80.4 4,171,216 46.0 △5,901,172 △58.6

その他 170,228 1.4 180,254 2.0 10,026 5.9

セグメント間
取引消去

△160,897 △1.3 △128,198 △1.5 32,699 △20.3

合 計 12,530,200 100.0 9,076,465 100.0 △3,453,734 △27.6
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(2) 設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資については、店舗設備の移転・改装等を目的とした設備投資を

継続的に実施しております。

当連結会計年度の設備投資の総額は84百万円であり、セグメントごとの設備投資について

示すと、次のとおりであります。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて

記載しております。

① ゲーム事業

当連結会計年度の主な設備投資は、ゲーム開発ツールの取得等に伴い、40百万円の設備

投資を行いました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

② 人材ソリューション事業

当連結会計年度の主な設備投資は、事務所の移転による内装工事等に伴い、9百万円の

設備投資を行いました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

③ モバイル事業

当連結会計年度の主な設備投資は、店舗の新規出店による内装工事等に伴い、33百万円

の設備投資を行いました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

④ その他

当連結会計年度は、1百万円の設備投資を行いました。なお、重要な設備の除却又は売

却はありません。

⑤ 全社共通

当連結会計年度の主な設備投資は、本社の移転による内装工事等に伴い、122百万円の

設備投資を行いました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、ゲーム事業及び人材ソリューション事業の強化を図るため、平成27年９月30日付

けで(株)トーテックの株式を取得、平成28年１月５日付けで(株)シェードの株式を取得し、

連結子会社化いたしました。
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(5) 対処すべき課題

収益の向上によりグループ損益を黒字転換すること、および成長の基盤を確立することが

最大の課題と認識しておりますが、そのための各事業における課題は下記のとおりです。

① ゲーム事業

・ネイティブゲームをはじめとした企画・開発力の強化

・運営受託体制の強化、レベニューシェア案件の増加

② 人材ソリューション事業

・採用・登録者数の増加

・営業効率と生産性の向上

③ モバイル事業

・店舗収益力の向上

・商材ラインアップの増加による収益の多様化

　(6) 財産及び損益の状況

区 分
第22期

平成25年３月
第23期

平成26年３月
第24期

平成27年３月

第25期
平成28年３月

(当連結会計年度)

売上高 (千円) 17,936,180 17,069,293 12,530,200 9,076,465

経常利益又は経常損
失(△)

(千円) 93,560 △85,170 △96,131 △529,256

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(千円) 51,774 △481,151 3,146,940 △597,304

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)

(円) 19.87 △184.62 1,205.88 △224.37

総資産 (千円) 6,277,652 6,083,795 7,844,414 6,353,661

純資産 (千円) 1,493,182 844,356 4,072,315 3,407,716

１株当たり純資産額 (円) 419.19 205.86 1,417.94 1,171.85

(注) 1. １株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
また、発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。

2. 平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。第22期事業年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は当期純損
失を算定しております。

3. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）等を適用し、当連結会計年度よ
り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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　(7)重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 所在地 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

(株)ゲームスタジオ 東京都港区 70,000千円 100.0％ ゲーム事業

(株)トライエース 東京都港区 50,000千円 70.1％ ゲーム事業

(株)シェード 東京都新宿区 20,000千円 51.3％ ゲーム事業

(株)シーズプロモーション 東京都港区 100,000千円 100.0％ 人材ソリューション事業

(株)トーテック 東京都千代田区 45,000千円 67.0％ 人材ソリューション事業

(株)ネプロクリエイト 東京都港区 50,000千円 100.0％ モバイル事業

(株)キャリアフリー 東京都港区 100,000千円 50.8％ モバイル事業

(注) 1. 「主要な事業内容」欄には、セグメント名称を記載しております。
2. (株)モバイル＆ゲームスタジオは(株)ゲームスタジオに社名変更しております。
3. (株)ゲームスタジオ、(株)シーズプロモーション及び(株)キャリアフリーは特定子会社であります。

　
　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。
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　(8)主要な事業内容

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社と連結子会社９社((株)ゲームスタジオ、

(株)トライエース、(株)シェード、(株)エヌジェイワン、(株)シーズプロモーション、(株)

トーテック、(株)ネプロクリエイト、(株)キャリアフリー及び他１社)の計10社で構成され

ており、ゲーム事業、人材ソリューション事業及びモバイル事業を主な事業として取り組ん

でおります。

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの

関連は、次のとおりであります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であり

ます。

「ゲーム事業」は、連結子会社である(株)ゲームスタジオ(旧(株)モバイル＆ゲームスタ

ジオ)、(株)トライエース、(株)シェード及び(株)エヌジェイワンにてゲームの企画・開発

及び運営を行っております。

(主な関係会社)(株)ゲームスタジオ、(株)トライエース、(株)シェード及び(株)エヌジェ

イワン

「人材ソリューション事業」は、連結子会社である(株)シーズプロモーションにて携帯シ

ョップに対する人材派遣並びにIT・バイリンガル人材派遣及び人材紹介、(株)トーテックに

て技術系人材の人材派遣及び人材紹介を行っております。

(主な関係会社)(株)シーズプロモーション及び(株)トーテック

「モバイル事業」は、連結子会社である(株)ネプロクリエイトにて特定の移動体通信事業

者の端末・サービスを取り扱うキャリアショップ、(株)キャリアフリーにて複数の通信事業

者の端末・サービスを取り扱う販売店PiPoPark(ピポパーク)を運営しております。

(主な関係会社)(株)ネプロクリエイト及び(株)キャリアフリー

「その他」は、クレジット決済事業や外食事業等を行っております。

(主な関係会社)当社及び他連結子会社１社
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　(9)主要な営業所及び工場

　 ① 本 社：東京都港区

　 ② 店 舗

地区
子会社(株)ネプロクリエイトの
運営店舗(キャリアショップ)

子会社(株)キャリアフリーの
運営店舗(販売店)

栃 木 県 1店 1店

埼 玉 県 ― 1

千 葉 県 ― 1

群 馬 県 ― 5

東 京 都 ― 2

神 奈 川 県 ― 2

京 都 府 1 1

大 阪 府 4 3

合計 6店 16店

　(10)従業員の状況

　 ① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前期末比増減

406名 75名増

(注) 従業員数には、臨時従業員106名は含まれておりません。

　 ② 当社の従業員数

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

18名 3名減 42.2歳 5.9年

(注) 従業員数には、臨時従業員2名は含まれておりません。

　(11)主要な借入先及び借入額

借 入 先 借 入 残 高

(株)北陸銀行 120,000千円

(株)千葉銀行 100,000千円

　(12)その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 　 8,977,200株

　(2) 発行済株式の総数 　 2,675,200株 (自己株式37,020株を含む。)

　(3) 株 主 数 　 904名 (前期末比306名減)

　(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

(有)リーコム 796,200 株 30.2 ％

滝西 竜子 504,300 19.1

みずほ証券(株) 82,300 3.1

小野 昭 63,000 2.4

池戸 太志 46,000 1.7

山下 大介 35,500 1.4

BNYGCMCLIENTACCOUNTJPRDACISG（FE－AC） 35,307 1.3

カブドットコム証券(株) 28,000 1.1

山中 浩次 26,800 1.0

NOMURAPBNOMINEESLIMITEDOMNIBUS-MARGIN
（CASHPB）

26,600 1.0

(注) 持株比率は、自己株式（37,020株）を控除して計算しております。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

平成27年５月22日開催の取締役会決議による新株予約権

① 新株予約権の払込金額 １個につき6,200円

② 新株予約権の行使価額 １個につき171,900円

③ 新株予約権の行使条件

１．新株予約権者は、平成28年３月期から平成30年３月期までの３事業年度におけ

る、のれん償却前営業利益（営業利益にのれん償却額を加算した額をいい、以下

同様とする。）の合計額が下記(a)、(b)に掲げる各金額を超過した場合、各新株

予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以

下、「行使可能割合」という。）の個数を行使することができる。但し、平成28年

３月期から平成30年３月期の連結損益計算書におけるいずれかののれん償却前利

益がマイナスになった場合権利行使できない。

(a) のれん償却前営業利益の合計額が５億円を超過している場合

行使可能割合：50％

(b) のれん償却前営業利益の合計額が６億円を超過している場合

行使可能割合：100％

２．上記１．にかかわらず、平成28年３月期から平成30年３月期のいずれかの期にお

いて、のれん償却前営業利益が負の値となった場合、本新株予約権を行使するこ

とができない。

④ 新株予約権の行使期間 平成30年７月１日から平成33年６月18日まで

⑤ 当社使用人等への交付状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 交付者数

当社使用人 164個 普通株式16,400株 18名

子会社の役員及び使用

人
2,104個 普通株式210,400株 324名

(注) 上記の新株予約権は、当連結会計年度末日をもって権利確定条件が達成されなかったことにより失効してお
ります。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長
つつい としみつ

筒井 俊光

(株)トライエース 代表取締役
(株)ゲームスタジオ 取締役
(株)シェード 取締役
(株)キャリアフリー 取締役
(株)シーズプロモーション 取締役
(株)トーテック 取締役

取締役
ふくだ たかひろ

福田 尚弘
(株)ゲームスタジオ 代表取締役社長
(株)トライエース 取締役

取締役
なかのきいちろう

中野喜一郎
日東工業(株) 代表取締役社長

常勤監査役
こうけつ たかし

纐纈 崇

監査役
たばた ひろゆき

田端 博之
A.C.アシュアランス(株) 代表取締役社長

監査役
あさひ よしあき

朝日 義明

ジーピーシー(株) 代表取締役社長
マクニカ・富士エレ ホールディングス(株) 社外監査役
日本エス・エイチ・エル(株) 社外取締役

(注) １．田端博之及び朝日義明の両氏は、社外監査役であります。
２．監査役田端博之及び朝日義明の両氏は、東京証券取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。
３．監査役田端博之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。

　(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役全員と会社法第423条

第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金

100万円または会社法第425条第1項に定める額を責任の限度としております。

　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の額

取締役 ３名 38,130千円

監査役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

14,850千円
（7,200千円）

合 計 ６名 52,980千円

(注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成17年６月29日開催の第14回定時株主総会において、年額150,000千円以下

（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成14年６月27日開催の第11回定時株主総会において、年額30,000千円以下と

決議いただいております。
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　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

　社外監査役田端博之氏はA.C.アシュアランス(株)の代表取締役社長であります。なお、

当社とA.C.アシュアランス(株)との間には、特別の関係はありません。

　社外監査役朝日義明氏はジーピーシー(株)代表取締役社長、マクニカ・富士エレ ホー

ルディングス(株)社外監査役、日本エス・エイチ・エル(株)社外取締役であります。な

お、当社とこれらの会社との間には、特別の関係はありません。

　 ② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社外監査役 田端 博之

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席し、監査役会
12回のうち12回に出席いたしました。主に公認会計士の見地から会計
的な意見を述べるなど、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。

社外監査役 朝日 義明

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席し、監査役会
12回のうち12回に出席いたしました。主に長年培った経営・法務をは
じめとした幅広い見地から意見を述べるなど、取締役会及び監査役会
の意思決定の妥当性・効率性を確保するための助言・提言を行ってお
ります。また、コンプライアンス委員会の一員として、企業倫理意識
の向上や、法規を遵守した健全な企業経営の確立に向けて監査役の立
場から尽力しております。

　

　(5) 社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は、社外取締役の人選に努めておりますが、現在のところ適任者を選任できておりま

せん。一方、取締役３名のうち中野喜一郎氏は、平成22年６月に当社の独立社外取締役とし

て選任されましたが、就任後、約２年間のみ当社子会社の業務執行に携わったことから、現

在は社外取締役要件を満たしておりません。しかしながら、その約２年間を除き、当社グル

ープの業務に携わった経緯はなく、実質的に社外取締役としての役割を果たしております。

また、社外監査役２名と合わせ、役員６名のうち３名、半数が社外役員で構成され、取締役

会における監督機能並びに業務執行の客観性及び中立性は図られているものと考えておりま

す。

今後、収益構造の変革を進める中で、社外取締役として適切な候補者を見出すことができ

た場合、社外取締役への就任を要請したいと考えておりますが、上記のとおり現状において

も十分に経営の適正性は確保されているものと判断しております。
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5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,900千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,900千円

(注) １．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計
監査人の監査計画の内容、職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人は会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責

任を限定する契約を締結することができる旨の規定を定款第45条に定めておりますが、責任

限定契約は締結しておりません。

　(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合には、監査役会の決議により会計監査

人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。会計監査人が会社法

第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合には、監査役会は監査役の全員

の同意により会計監査人を解任いたします。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、当事業年度末日現在、以下の

とおりであります。

　① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役及び使用人はその職務の執行に当たり、別に定める「コンプライアンス・マニュ

アル」を遵守するものとする。

・コンプライアンス経営確立のため、法令遵守の統括部門を定めるほか、外部弁護士を委

員長とするコンプライアンス委員会を取締役会の直属の機関として設置する。

・内部監査室は、別に定める「内部監査規程」に基づき内部監査を行い、その結果を代表

取締役社長に報告するものとする。

　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る文書及び情報については、別に定める「文書管理規程」及び

その他社内規程に基づき適切に保存･管理を行うものとする。

　③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制については、別に定める「リスク管理規

程」及びその他社内規程に基づき、業務上のリスクの未然防止及びトラブル発生時にお

ける迅速･適切な対応を図るものとする。

　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会は各取締役の職

務の執行を監督するものとする。

・取締役会の機能強化と迅速な意思決定を目的として、取締役員数の適正化を図るととも

に、業務執行体制の強化を目的とした執行役員制度を導入し、効率的な業務執行を図る

ものとする。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・別に定める「関係会社管理規程」に基づき、当社グループ各社が職務の執行に係る事項

の当社への報告に関する体制、損失の危険の管理に関する規程その他の体制、職務の執

行が効率的に行われること及び法令や定款に適合することを確保する体制を構築するな

ど、当社グループにおける業務の適正運営に努めるものとする。

・内部監査室は、別に定める「内部監査規程」に基づき関係会社に対し、業務活動が法令

及び定款等に準拠して適正かつ効率的に運営されているかを監査するものとする。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する体制

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、これに応じるものとす

る。
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⑦ 前項の使用人について、取締役からの独立性及び監査役の指示の実効性の確保に関する

事項

・当該使用人は、監査役の職務を補助する職務執行の範囲において、取締役から独立して

監査役の指示に従うものとする。

・当該使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等、雇用に係る重要事項については、あら

かじめ監査役会の同意を得るものとする。

⑧ 取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が監査役に報告するための

体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び監査役は、当社監査役の求めにより、会社

の業務または業績に影響を与える重要な事項について都度報告するものとする。

・本項の報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けない

よう必要な措置を講ずるものとする。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・取締役と監査役は積極的に意見交換を行い、適切な意思疎通を図ることにより、監査が

実効的に行われるよう努めるものとする。

・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理については、監査役の請求等に従い速やかに行うものと

する。

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下の

とおりであります。

　① 内部統制システム全般及びコンプライアンス

・当社は、当社及びグループ各社の取締役及び使用人を対象に「コンプライアンス・マニ

ュアル」を作成し、冊子を配布すると共にイントラネットへアップロードを行い、コン

プライアンス意識の向上に努めております。

・当社コンプライアンス委員会は、内部通報制度の利用状況、内部監査の実施状況等の情

報を共有し、内部統制上の不備事項の有無を検討しております。委員会において内部統

制上の不備事項が認められた場合には、委員会より当社取締役会に対して意見書を提出

し、改善を求めております。また、コンプライアンス経営の推進や改善に努めるほか、

実効性向上に努めております。

・当社内部監査室は、期初に作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ各社の業

務活動が社内規程等に準拠して適正かつ効率的に運営されているかを監査し、その結果

を代表取締役社長に報告しております。
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　② リスク管理体制

・当社は、平成27年５月22日にリスク管理規程を制定し、毎月定期的に開催されるグルー

プ経営会議において、当社及びグループ各社のリスク管理委員が業務上のリスク及びそ

の管理状況を必要に応じて報告する体制を構築し運用しております。

　③ グループ管理体制

・当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ各社の職務執行状況をワークフローシス

テムによって把握するほか、当社代表取締役社長がグループ各社の取締役会に出席して

グループ会社の経営状況や経営課題のほか職務執行が効率的に行われること及び法令や

定款に適合することを確認する体制を構築し運用しております。

　(3) 反社会的勢力排除に向けた体制

当社は以前より、法務省の「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に基

づき、反社会的勢力排除を目的とした下記の基本方針を定めて、対応を行っております。

・反社会的勢力による不当要求は、担当者や担当部署だけに任せず、代表取締役等の経営ト

ップ以下組織全体として対応する。

・反社会的勢力による不当要求に対応する従業員の安全を確保する。

・反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、弁護士等の外部の専門機関と緊密

な連携関係を構築する。

・反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係をもたない。また反社会的勢力による不

当要求は拒絶する。

・反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行う。

・反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とする場合

であっても、事案を隠ぺいするための裏取引を絶対に行わない。

・反社会的勢力への資金提供は、絶対に行わない。

上記の基本方針実現のため、対応を統括する部署・体制、情報の一元管理・蓄積、従業員

に向けた研修、対応マニュアルの整備を進めております。

取引先に対しましては、反社会的勢力との関係において疑義が生じた場合、外部の調査機

関に確認を依頼し、その結果により取引開始の可否を判断しております。また契約書締結に

際し、反社会的勢力との関係が発覚した場合、契約を解除する旨の条項を盛り込むよう現在

も努めております。

従業員等につきましては、入社時に誓約書におきまして過去の反社会的勢力との関係がな

い旨及び将来において反社会的勢力との関係を持たない旨の誓約をさせており、今後もこれ

を徹底して行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在)

(単位 千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,619,991 流 動 負 債 2,032,837

現 金 及 び 預 金 1,769,309 買 掛 金 630,300

売 掛 金 1,212,778 短 期 借 入 金 264,230

商 品 213,043 1年内返済予定の長期借入金 287,167

仕 掛 品 168,449 リ ー ス 債 務 5,156

貯 蔵 品 3,841 未 払 法 人 税 等 22,271

繰 延 税 金 資 産 29,190 未 払 金 264,392

そ の 他 223,783 前 受 金 225,141

貸 倒 引 当 金 △404 賞 与 引 当 金 45,934

固 定 資 産 2,733,669 受 注 損 失 引 当 金 18,911

有 形 固 定 資 産 188,330 そ の 他 269,331

建 物 及 び 構 築 物 127,390 固 定 負 債 913,108

リ ー ス 資 産 9,108 長 期 借 入 金 494,261

そ の 他 51,830 リ ー ス 債 務 11,857

無 形 固 定 資 産 1,426,865 退 職 給 付 に 係 る 負 債 149,946

の れ ん 1,067,157 繰 延 税 金 負 債 62,156

ソ フ ト ウ ェ ア 311,655 そ の 他 194,885

商 標 権 47,180 負 債 合 計 2,945,945

そ の 他 872 純 資 産 の 部

投資その他の資産 1,118,474 株 主 資 本 3,071,192

投 資 有 価 証 券 135,916 資 本 金 592,845

投 資 不 動 産 110,542 資 本 剰 余 金 278,481

差 入 保 証 金 801,429 利 益 剰 余 金 2,275,948

繰 延 税 金 資 産 69,061 自 己 株 式 △76,082

そ の 他 6,323 その他の包括利益累計額 20,364

貸 倒 引 当 金 △4,800 その他有価証券評価差額金 20,364

非 支 配 株 主 持 分 316,158

純 資 産 合 計 3,407,716

資 産 合 計 6,353,661 負債及び純資産合計 6,353,661

※ 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,076,465

売 上 原 価 7,514,601

売 上 総 利 益 1,561,863

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,071,782

営 業 損 失 509,919

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,299

受 取 手 数 料 13,560

不 動 産 賃 貸 料 10,446

そ の 他 5,323 32,631

営 業 外 費 用

支 払 利 息 24,461

支 払 手 数 料 16,917

そ の 他 10,589 51,968

経 常 損 失 529,256

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 19,326

新 株 予 約 権 戻 入 益 17,161 36,487

特 別 損 失

減 損 損 失 33,576

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,999

本 社 移 転 費 用 31,111

賃 貸 借 契 約 解 約 損 2,010 72,698

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 565,467

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 18,600

法 人 税 等 調 整 額 11,631 30,231

当 期 純 損 失 595,698

非支配株主に帰属する当期純利益 1,605

親会社株主に帰属する当期純損失 597,304
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 千円)

残高及び変動事由
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 592,845 257,405 2,899,863 △5,851 3,744,261

当期変動額

剰余金の配当 － － △26,611 － △26,611

親会社株主に帰属する当期純損失 － － △597,304 － △597,304

自己株式の取得 － － － △76,082 △76,082

自己株式の処分 － 28,076 － 5,851 33,928

連結子会社株式の
取得による持分の
増減

－ △7,000 － － △7,000

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － － － － －

当期変動額合計 － 21,076 △623,915 △70,230 △673,069

当期末残高 592,845 278,481 2,275,948 △76,082 3,071,192

残高及び変動事由

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 29,021 29,021 299,032 4,072,315

当期変動額

剰余金の配当 － － － △26,611

親会社株主に帰属する当期純損失 － － － △597,304

自己株式の取得 － － － △76,082

自己株式の処分 － － － 33,928

連結子会社株式の
取得による持分の
増減

－ － － △7,000

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △8,656 △8,656 17,126 8,470

当期変動額合計 △8,656 △8,656 17,126 △664,598

当期末残高 20,364 20,364 316,158 3,407,716
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貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在)
（単位 千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,340,635 流 動 負 債 256,237

現 金 及 び 預 金 1,249,535 短 期 借 入 金 20,000

売 掛 金 5,145 1年以内返済予定の長期借入金 89,920

前 払 費 用 32,810 リ ー ス 債 務 2,221

短 期 貸 付 金 823,000 未 払 金 46,563

そ の 他 230,143 未 払 費 用 40,245

固 定 資 産 1,993,989 預 り 金 20,790

有 形 固 定 資 産 104,523 賞 与 引 当 金 3,876

建 物 78,662 繰 延 税 金 負 債 18,868

工 具、 器 具 及 び 備 品 25,236 そ の 他 13,751

リ ー ス 資 産 625 固 定 負 債 315,251

無 形 固 定 資 産 13,775 長 期 借 入 金 110,080

ソ フ ト ウ ェ ア 13,775 リ ー ス 債 務 3,815

投資その他の資産 1,875,689 退 職 給 付 引 当 金 16,935

投 資 有 価 証 券 134,416 繰 延 税 金 負 債 6,493

関 係 会 社 株 式 1,387,741 そ の 他 177,926

投 資 不 動 産 110,542 負 債 合 計 571,488

長 期 前 払 費 用 1,012 純 資 産 の 部

差 入 保 証 金 231,430 株 主 資 本 3,742,771

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 76,544 資 本 金 592,845

貸 倒 引 当 金 △66,000 資 本 剰 余 金 285,481

資 本 準 備 金 171,553

そ の 他 資 本 剰 余 金 113,928

利 益 剰 余 金 2,940,526

利 益 準 備 金 76,539

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,863,987

　繰 越 利 益 剰 余 金 2,863,987

自 己 株 式 △76,082

評価・換算差額等 20,364

その他有価証券評価差額金 20,364

純 資 産 合 計 3,763,136

資 産 合 計 4,334,624 負債及び純資産合計 4,334,624

※ 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 170,234

売 上 原 価 52,583

売 上 総 利 益 117,650

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 327,723

営 業 損 失 210,073

営 業 外 収 益

受 取 利 息 20,506

不 動 産 賃 貸 料 1,731

そ の 他 249 22,488

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,802

支 払 手 数 料 686

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 65,857

そ の 他 2,196 75,542

経 常 損 失 263,127

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 17,161 17,161

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 184,999

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,999

本 社 移 転 費 用 2,134 193,134

税 引 前 当 期 純 損 失 439,100

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △27,281

法 人 税 等 調 整 額 18,439 △8,841

当 期 純 損 失 430,258
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 千円)

残高及び変動事由

株 主 資 本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 592,845 171,553 85,851 257,405

当期変動額

剰余金の配当 － － － －

当期純損失 － － － －

自己株式の取得 － － － －

自己株式の処分 － － 28,076 28,076
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

－ － － －

当期変動額合計 － － 28,076 28,076

当期末残高 592,845 171,553 113,928 285,481

　

残高及び変動事由

株 主 資 本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 76,539 3,320,856 3,397,395 △5,851 4,241,794

当期変動額

剰余金の配当 － △26,611 △26,611 － △26,611

当期純損失 － △430,258 △430,258 － △430,258

自己株式の取得 － － － △76,082 △76,082

自己株式の処分 － － － 5,851 33,928
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

－ － － － －

当期変動額合計 － △456,869 △456,869 △70,230 △499,022

当期末残高 76,539 2,863,987 2,940,526 △76,082 3,742,771

　

残高及び変動事由
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 29,021 29,021 4,270,815

当期変動額

剰余金の配当 － － △26,611

当期純損失 － － △430,258

自己株式の取得 － － △76,082

自己株式の処分 － － 33,928
株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

△8,656 △8,656 △8,656

当期変動額合計 △8,656 △8,656 △507,679

当期末残高 20,364 20,364 3,763,136
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

株式会社エヌジェイホールディングス

　取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 水 野 雅 史 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 倉 本 和 芳 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エヌジェイホールディン

グス（旧会社名 株式会社ネプロジャパン）の平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社エヌジェイホールディングス（旧会社名 株式会社ネプロ

ジャパン）及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

株式会社エヌジェイホールディングス

取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 水 野 雅 史 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 倉 本 和 芳 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エヌジェイホール

ディングス（旧会社名 株式会社ネプロジャパン）の平成27年４月１日から平成28年３月31

日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第25期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及

び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社

については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし

た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細

書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

以 上

平成28年５月19日

株式会社エヌジェイホールディングス 監査役会

常勤監 査 役 纐纈 崇 ㊞

社外監 査 役 田端 博之 ㊞

社外監 査 役 朝日 義明 ㊞

以上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　
当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つと考えており、中長期的な事

業拡大及び新規事業開拓のための内部留保に配慮しつつ継続的な安定配当を行うことを基
本方針としております。

当期につきましては、当期の業績、今後の事業展開および内部留保の状況等を総合的に
勘案し、次の通り期末配当をいたしたいと存じます。
　
(１)配当財産の種類

金銭といたします。
　

(２)配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 金10円
総額 金26,381,800円
　

(３)剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月30日
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第２号議案　取締役３名選任の件

　
取締役全員（３名）は本総会終結の時をもって任期満了となるため、取締役３名の選任

をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

１
筒
つつ

　 井
い

　 俊
とし

　 光
みつ

(昭和49年12月25日生)

平成９年４月 東洋信託銀行㈱（現三菱UFJ信託銀行㈱）
入行

13,846株

平成13年４月 日本ベンチャーキャピタル㈱入社
平成20年11月 当社入社
平成22年６月 当社取締役兼常務執行役員経営管理本部長

就任
平成24年12月 当社代表取締役社長就任（現任）
平成25年３月 ㈱モバイル＆ゲームスタジオ（現㈱ゲーム

スタジオ）取締役就任（現任）
平成26年11月 ㈱キャリアフリー取締役就任（現任）
平成27年３月 ㈱トライエース代表取締役社長就任（現

任）
平成28年１月 株式会社シェード取締役就任（現任）
平成28年６月 ㈱トーテック代表取締役社長就任（現任）

現在に至る

２
福
ふく

　 田
だ

　 尚
たか

　 弘
ひろ

(昭和44年２月18日生)

平成３年４月 京成ハウジング㈱（現リフォース㈱）入社

1,563株

平成12年２月 当社入社
平成22年３月 ㈱モバイル＆ゲームスタジオ（現㈱ゲーム

スタジオ）代表取締役社長就任
平成23年９月 同社経営管理部マネージャー就任
平成24年12月 同社代表取締役社長就任（現任）
平成25年３月 当社取締役就任（現任）
平成27年３月 ㈱トライエース取締役就任（現任）

現在に至る

３
中
なか

　 野
の

　 喜 一 郎
き い ち ろ う

(昭和16年４月12日生)

昭和39年４月 横浜ゴム㈱入社

3,424株

昭和41年５月 日東工業㈱入社
同社代表取締役社長就任（現任）

平成15年５月 東京アイテック㈱代表取締役就任
平成17年３月 小金井ゴルフ㈱代表取締役就任
平成22年６月 当社取締役就任（現任）
平成25年３月 ㈱エイチ・アンド・エム・サポート代表取

締役社長就任
現在に至る

(注)１． 上記候補者と当社の間に、特別の利害関係はありません。
(注)２． 当社は、現在、中野喜一郎氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく責任限度額は、金100万円または同法第425条第１項に
定める最低責任限度額のいずれか高い額となります。同氏が再任された場合、当社は同氏との当該責任
限定契約を継続する予定であります。

(注)３． 当社は、社外取締役の人選を進めておりますが、適任者を見出すには至らず、本株主総会で社外取締役
選任議案を提出しておりません。なお、事業報告14ページ「（５）社外取締役を置くことが相当でない理
由」に記載の通り、上記取締役候補の中野喜一郎氏は、平成22年６月に当社の独立社外取締役として選
任されましたが、平成25年３月～平成27年５月の期間、当社子会社の業務執行に携わったことから、現
在は社外取締役要件を満たしておりません。しかしながら、その間を除き、当社グループの業務に携わ
った経緯はなく、実質的に社外取締役としての役割を果たしております。また、社外監査役２名と合わ
せ、当社役員６名のうち３名が社外役員で構成され、取締役会における監督機能並びに業務執行の客観
性及び中立性は図られているものと考えております。今後、収益構造の変革を進める中で、社外取締役
として適切な候補者を見出すことができた場合、社外取締役への就任を要請したいと考えておりますが、
現状においても十分に経営の適正性は確保されているものと判断しております。
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第３号議案　監査役１名選任の件

　
監査役纐纈崇氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選任をお

願いいたしたいと存じます。
また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

※
亀
かめ

　 澤
ざわ

　 宣
のぶ

　 秀
ひで

(昭和31年２月27日生)

昭和63年12月 ㈱ハイテック入社

14,100株

平成８年８月 ㈱ティエスティ代表取締役就任
平成12年３月 ㈱インタープロジェクト代表取締役就任
平成12年10月 ㈱アルプスビジネスサービス入社
平成14年２月 同社代表取締役就任
平成15年２月 ㈱トーテックを設立

同社代表取締役社長就任
現在に至る

(注)１． ※は新任の監査役候補者であります。
　 ２． 上記候補者と当社の間に、特別の利害関係はありません。
　 ３． 亀澤宣秀氏の監査役選任が承認可決された場合、当社は、同氏との間で会社法第427条第１項に基づき、

同法第423条第１項の責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく責任限度額は、
金100万円または同法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額となる予定であります。

　 ４． 亀澤宣秀氏は、平成28年６月１日をもって、㈱トーテックの代表取締役及び取締役を辞任しております。
以上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
　

（会 場）東京都港区芝公園２－４－１ 芝パークビルＢ館地下１階
ＡＰ浜松町 Ｆ室
電話 （03）5405－6109
会場が前回と異なっておりますので、ご注意下さい。

※当社の専用駐車場はご用意をしておりませんので、予めご了承のほどお願いいたします。

（交通） ■ＪＲ山手線・京浜東北線
浜松町駅（北口）から徒歩７分

■モノレール
浜松町駅（北口）から徒歩７分

■地下鉄
芝公園駅（都営三田線）Ａ３出口から徒歩３分
大門駅（都営浅草線、都営大江戸線）Ａ６出口から徒歩３分

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月10日 15時39分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


